（様式２－２）
産業財産権出願通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
国立研究開発法人情報通信研究機構
　　理事長　○○  ○○  殿
                                             会社名
                                             実施責任者（肩書き＋氏名）　印
                                             所在地
　平成　年　月　日付け委託契約（平成　 年  月  日付け委託変更契約）に基づく研究開発課題「　　　　　　  　　　　」について、下記のとおり産業財産権の出願を行いましたので、委託契約第２９条第１項の規定により通知します。
記
　
　１　出願国　　　　　○○○
　２　出願に係る産業財産権の種類　○○○
　３　発明等の名称　　○○○
　４　出願日　　　　　○○○
　５　出願番号　　　　○○○
　６　出願人　　　　　○○○
　７　代理人　　　　　○○○
　８　審査請求の有無　有（　　年　　月　　日）・無
　９　優先権主張　　　○○○
１０　添付書類
　(1)　産業財産権の設定登録願の写し（発明等の明細書、図面及び要約を含む。）

　(2)　譲渡証書の写し（受託者が従業員又は役員から産業財産権を受ける権利を  

    　 承諾した旨の書面）

１１　帰属について

　１００％委託先に帰属する。（記載なき場合は機構と委託先とで共有する。）
（注）1 用紙の寸法は、日本工業規格Ａ列４とし、左とじとすること。
      2 優先権を主張する場合、国内優先権かパリ条約で定める優先権かを記載する。
　　国内優先権とは、特許法第４１条第１項若しくは実用新案法律第８条第1項の規定による

　　優先権主張又は受託者の属する国の知的所有権に関する法律で定める優先権。

3 外部発表・特許出願件数等調査票（様式2-9）も併せて提出すること。
